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1. 2026年5月期第1四半期の連結業績（2025年6月1日～2025年8月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年5月期第1四半期 49 △20.2 △23 ― △23 ― △23 ―

2025年5月期第1四半期 62 △41.6 △17 ― △24 ― △24 ―

（注）包括利益 2026年5月期第1四半期　　△25百万円 （―％） 2025年5月期第1四半期　　△22百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2026年5月期第1四半期 △3.18 ―

2025年5月期第1四半期 △3.24 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2026年5月期第1四半期 703 309 43.9

2025年5月期 760 334 44.0

（参考）自己資本 2026年5月期第1四半期 309百万円 2025年5月期 334百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年5月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

2026年5月期 ―

2026年5月期（予想） 0.00 ― 0.00 0.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2026年 5月期の連結業績予想（2025年 6月 1日～2026年 5月31日）

　現時点では業績に影響を与える未確定な要素が多いため、業績予想を数値で示すことが困難な状況です。連結業績予想については、合理的に予測可
能となった時点で公表します。



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年5月期1Q 7,502,800 株 2025年5月期 7,502,800 株

② 期末自己株式数 2026年5月期1Q ― 株 2025年5月期 ―株

③期中平均株式数（四半期累計） 2026年5月期1Q 7,502,800 株 2025年5月期1Q 7,502,800 株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項については、
添付資料２ページ「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間（2025年６月１日～2025年８月31日）におけるわが国経済は、雇用環境の改善や賃上げ

の動きが継続する一方、物価高による消費者マインドの抑制や、政治情勢の不透明感、地政学的リスクの高まりなど

により、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような状況の中、当社グループは主力であるグローバルマーケティングにおいて、営業活動の強化を図ってま

いりました。その結果、問合せ件数の増加や新規顧客の獲得、既存顧客との関係強化など、着実に前向きな動きが見

られております。一方で、売上に反映されるまでには一定の時間を要する状況です。今後も継続的に営業活動の強化

を図り、収益基盤の安定化に努めてまいります。

2025年７月１日付でクラサポ株式会社より損害保険申請サポート「ミエルモ」を譲り受け、新たな収益源の確保と

既存事業とのシナジー創出を図る取り組みを開始しております。「ミエルモ」は、火災保険・地震保険等の申請にお

いて専門的なサポートを提供するサービスであり、日本は地震や台風など自然災害が多発する災害大国であることか

ら、今後もこうした保険申請のニーズは増加していくことが予想されます。当社のSEO・広告運用ノウハウを活用する

ことで、効率的な事業運営と収益性向上が期待されます。今後もメディア系の事業譲受を積極的に推進し、メディア

マーケティングを強化していく方針です。これにより、当社のマーケティング事業のさらなる拡大と多角化を加速さ

せ、企業価値のさらなる向上を目指してまいります。

また、全社的なコスト削減施策を推進するとともに、業務プロセスの見直しや効率化を図ることで、組織のスリム

化を進めております。これにより、固定費の抑制と資源の最適配分を実現し、収益構造の改善に向けた基盤整備を進

めております。限られた経営資源を成長分野に集中させることで、持続的な収益力の向上を目指しております。今後

も、経営の効率性と柔軟性を高める取り組みを継続してまいります。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は49,660千円（前年同期比20.2％減）、営業損失は23,031千円

（前年同期は営業損失17,019千円）、経常損失は23,739千円（前年同期は経常損失は24,202千円）、親会社株主に帰

属する四半期純損失は23,854千円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失24,274千円）となりました。

（２）財政状態に関する説明

(資産)

流動資産は、前連結会計年度末に比べて11.3％減少し、558,031千円となりました。これは、主に現金及び預金の

減少によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて11.6％増加し、145,956千円となりました。これは、主にのれんの増加に

よるものであります。

(負債)

流動負債は、前連結会計年度末に比べて12.4％減少し、181,586千円となりました。これは、主に株主優待引当金

の減少によるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて2.3％減少し、213,291千円となりました。これは、主に長期借入金の減

少によるものであります。

(純資産)

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて7.6％減少し、309,109千円となりました。これは、主に利益剰余金の

減少によるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2026年５月期の連結業績予想につきましては、現段階では合理的な業績予想の算出が困難であるため、未定とさ

せていただきます。今後、業績への影響を慎重に見極め、合理的な予想の開示が可能となった時点で、速やかに公

表いたします。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 442,955 388,806

受取手形及び売掛金 102,056 87,596

販売用不動産 44,179 44,010

その他 40,293 37,746

貸倒引当金 △160 △129

流動資産合計 629,324 558,031

固定資産

無形固定資産

のれん ― 17,054

ソフトウエア 0 0

無形固定資産合計 0 17,054

投資その他の資産

投資有価証券 91,718 91,568

敷金及び保証金 220 214

長期前払費用 39,072 36,809

貸倒引当金 △226 ―

その他 ― 309

投資その他の資産合計 130,783 128,901

固定資産合計 130,783 145,956

資産合計 760,108 703,987

負債の部

流動負債

買掛金 76,210 64,126

1年内返済予定の長期借入金 19,999 20,989

未払金 35,274 42,451

未払費用 14,822 15,430

未払法人税等 290 72

前受金 15,871 11,523

株主優待引当金 38,733 19,967

その他 6,028 7,024

流動負債合計 207,231 181,586

固定負債

長期借入金 208,686 203,156

繰延税金負債 3,901 4,501

長期前受金 5,655 5,633

固定負債合計 218,243 213,291

負債合計 425,474 394,878
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年８月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 538,774 538,774

利益剰余金 △377,873 △401,727

株主資本合計 260,901 237,047

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 8,803 8,203

為替換算調整勘定 64,928 63,857

その他の包括利益累計額合計 73,731 72,061

非支配株主持分 0 0

純資産合計 334,633 309,109

負債純資産合計 760,108 703,987
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年６月１日
至 2024年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年６月１日
至 2025年８月31日)

売上高 62,256 49,660

売上原価 16,522 7,635

売上総利益 45,734 42,024

販売費及び一般管理費 62,754 65,056

営業損失（△） △17,019 △23,031

営業外収益

受取利息 115 219

解約手数料等 11 0

その他 2,796 688

営業外収益合計 2,923 907

営業外費用

支払利息 972 918

為替差損 6,234 649

貸倒引当金繰入額 △9 △5

その他 2,909 53

営業外費用合計 10,106 1,615

経常損失（△） △24,202 △23,739

税金等調整前四半期純損失（△） △24,202 △23,739

法人税、住民税及び事業税 72 114

四半期純損失（△） △24,275 △23,854

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △0 △0

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △24,274 △23,854
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年６月１日
至 2024年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年６月１日
至 2025年８月31日)

四半期純損失（△） △24,275 △23,854

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 ― △599

為替換算調整勘定 1,372 △1,070

その他の包括利益合計 1,372 △1,669

四半期包括利益 △22,902 △25,524

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △22,902 △25,523

非支配株主に係る四半期包括利益 △0 △0
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該

見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を用いた計算を

しております。

（セグメント情報等の注記）

当社グループは、マーケティング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれん償却額は、次のとおり

であります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2024年６月１日
至 2024年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年６月１日
至 2025年８月31日)

減価償却費 332千円 295千円

のれん償却額 ―千円 588千円

３．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは前連結会計年度において、営業損失105,017千円を計上いたしました。主力であるグローバルマーケ

ティングにおいて、営業活動の強化を図り、問合せ件数の増加や新規顧客の獲得、既存顧客との関係強化など、着実

に前向きな動きが見られております。一方で、売上に反映されるまでには一定の時間を要しており、当第１四半期連

結累計期間においても、本格的な売上及び利益の拡大には至っておりません。その結果、営業損失23,031千円を計上

しております。これらの状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社グループは当該状況を解消すべく、2025年7月1日付でクラサポ株式会社より損害保険申請サポート「ミエル

モ」を譲り受け、新たな収益源の確保と既存事業とのシナジー創出を図る取り組みを開始しております。今後もメデ

ィア系の事業譲受を積極的に推進し、メディアマーケティングを強化していく方針です。これにより、当社のマーケ

ティング事業のさらなる拡大と多角化を加速させ、企業価値のさらなる向上を目指してまいります。

なお、資金面では、当第１四半期連結会計期間の末日現在において、現金及び預金を388,806千円保有しており、当

面の間、運転資金および投資資金を十分賄える状況であることから資金繰りにおいて重要な懸念はないと判断してお

ります。

以上により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存在するものの、重要な不確実性は認められないも

のと判断しております。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年10月６日

アウンコンサルティング株式会社

取締役会 御中

けやき監査法人

東京都中央区

指定社員
業務執行社員

公認会計士 吉村 潤一

指定社員
業務執行社員

公認会計士 宮下 圭二

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているアウンコンサルティング株式会社の2025年６月１日

から2026年５月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2025年６月１日から2025年８月31日まで）及び第

１四半期連結累計期間（2025年６月１日から2025年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結

貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

その他の事項

会社の2025年５月31日をもって終了した前連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって期中レビュー及び監査

が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2024年10月11日付けで無限定の結論を表明してお

り、また、当該連結財務諸表に対して2025年８月25日付けで無限定適正意見を表明している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所

の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関

する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準

拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対

して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに

入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１

項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等

の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項

が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上


